
焼津市土地利用事業の適正化に関する指導要綱） 新旧対照表              令和７年４月１日施行（防災基準のみ令和７年５月26日施行） 

旧 新 

○焼津市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 ○焼津市土地利用事業の適正化に関する指導要綱 

平成８年３月13日告示第28号 平成８年３月13日告示第28号 

別表（第５条、第７条関係） 別表（第５条、第７条関係） 

 土地利用事業の計画の基準   土地利用事業の計画の基準  

 第１ 立地基準、一般基準及び個別基準   第１ 立地基準、一般基準及び個別基準  

 土地利用事業の基準は、立地基準、一般基準及び個別基準とする。   土地利用事業の基準は、立地基準、一般基準及び個別基準とする。  

 第２ 立地基準   第２ 立地基準  

 第３ 一般基準   第３ 一般基準  

 土地利用事業の一般基準は、次に掲げるとおりとする。   土地利用事業の一般基準は、次に掲げるとおりとする。  

 環

境 

(１) 地域の自然環境の保全のため、施行区域及びその周辺の地域

における自然環境の特性に十分配慮すること。 

  環

境 

(１) 地域の自然環境の保全のため、施行区域及びその周辺の地域

における自然環境の特性に十分配慮すること。 

 

 (２) 保安林の境界から原則として20メートル以内の区域は、造成

区域から除外すること。 

  (２) 保安林の境界から原則として20メートル以内の区域は、造成

区域から除外すること。 

 

 (３) 自然環境の保全のため自然破壊の防止、植生の回復等に関

し、次に掲げる事項について配慮すること。 

  (３) 自然環境の保全のため自然破壊の防止、植生の回復等に関

し、次に掲げる事項について配慮すること。 

 

 ア 自然環境保全上特に必要があるときは、造成工事を数ブロッ

クに分けて施行すること。 

  ア 自然環境保全上特に必要があるときは、造成工事を数ブロッ

クに分けて施行すること。 

 

 イ 施行区域内に良好な自然環境の存する土地がある場合には、

当該土地について保全措置が講ぜられていること。 

  イ 施行区域内に良好な自然環境の存する土地がある場合には、

当該土地について保全措置が講ぜられていること。 

 

 ウ 建築物その他構築物の位置、規模、構造及び色彩は、周囲の

自然環境に調和したものであること。 

  ウ 建築物その他構築物の位置、規模、構造及び色彩は、周囲の

自然環境に調和したものであること。 

 

 (４) 残土又は不足土が生ずる場合には、自然環境の保全及び防災

について十分に配慮した措置方法を明示すること。 

  (４) 残土又は不足土が生ずる場合には、自然環境の保全及び防災

について十分に配慮した措置方法を明示すること。 

 

 (５) 事業の施行により、河川又は沿海が汚水、土砂等の流入によ

る影響を受けることのないよう配慮されていること。 

  (５) 事業の施行により、河川又は沿海が汚水、土砂等の流入によ

る影響を受けることのないよう配慮されていること。 

 

 施

設 

(１) 排水については、自然水と生活汚水等とに区分し、排水系統

を明確にすること。なお、雨水排水路は原則として開渠とし、汚

水排水路は原則として暗渠とすること。 

  施

設 

(１) 排水については、自然水と生活汚水等とに区分し、排水系統

を明確にすること。なお、雨水排水路は原則として開渠とし、汚

水排水路は原則として暗渠とすること。 

 

 (２) 汚水排水を農業用水路に排出する場合には、合併処理槽その

他の処理施設の設置等により水質の改善に努めること。 

  (２) 汚水排水を農業用水路に排出する場合には、合併処理槽その

他の処理施設の設置等により水質の改善に努めること。 

 

 (３) 焼津市みどりを育てる条例（昭和51年焼津市条例第26号）に   (３) 焼津市みどりを育てる条例（昭和51年焼津市条例第26号）に  



基づく緑地を確保すること。なお、施行区域内に既存の樹木又は

樹木の集団がある場合には、極力これを保存し、利用すること。 

基づく緑地を確保すること。なお、施行区域内に既存の樹木又は

樹木の集団がある場合には、極力これを保存し、利用すること。 

 (４) 都市計画法第33条の規定による開発許可の基準に適合した

ものであること。 

  (４) 都市計画法第33条の規定による開発許可の基準に適合した

ものであること。 

 

 (５) 施行区域内外に必要な反射鏡、防護柵その他の安全施設を設

置すること。 

  (５) 施行区域内外に必要な反射鏡、防護柵その他の安全施設を設

置すること。 

 

 (６) 水道施設の設置については、水道部と協議し、維持管理の方

法等が明確にされていること。 

  (６) 水道施設の設置については、水道部と協議し、維持管理の方

法等が明確にされていること。 

 

 (７) ごみの処理については、事業所にあっては自己の責任におい

て、一定規模の分譲地その他生活に伴うものにあっては市担当課

と協議し、集積場所を設置する等処理の方法を明確にすること。 

  (７) ごみの処理については、事業所にあっては自己の責任におい

て、一定規模の分譲地その他生活に伴うものにあっては市担当課

と協議し、集積場所を設置する等処理の方法を明確にすること。 

 

 (８) 消防水利の基準により、消火栓、防火水槽等を設置し、火災

の予防に十分配慮すること。なお、設置する施設について志太広

域事務組合志太消防本部（以下「志太消防本部」という。）と協

議すること。 

  (８) 消防水利の基準により、消火栓、防火水槽等を設置し、火災

の予防に十分配慮すること。なお、設置する施設について志太広

域事務組合志太消防本部（以下「志太消防本部」という。）と協

議すること。 

 

 防

災 

(１) 事業の施行に当たっては、雨水が放流される水路及び河川の

排水能力を調査し、その能力に応じて、原則として河川又は水路

の新設又は改修をすること。ただし、新設又は改修を要しないこ

とについて、河川管理者と協議が整った場合はこの限りでない。 

  防

災 

(１) 事業の施行に当たっては、雨水が放流される水路及び河川の

排水能力を調査し、その能力に応じて、原則として河川又は水路

の新設又は改修をすること。ただし、新設又は改修を要しないこ

とについて、河川管理者と協議が整った場合はこの限りでない。 

 

 (２) 施行区域を含む周辺地及び下流の土地に、湛水地域又は湛水

しやすい地域がある場合には、当該事業により施行区域の周辺地

及び下流の土地又は河川に支障のないよう、排水計画が立てられ

ていること。 

  (２) 施行区域を含む周辺地及び下流の土地に、湛水地域又は湛水

しやすい地域がある場合には、当該事業により施行区域の周辺地

及び下流の土地又は河川に支障のないよう、排水計画が立てられ

ていること。 

 

 (３) 河川の新設又は改修をする場合、その構造は、河川管理者が

定める基準に基づいていること。 

  (３) 河川の新設又は改修をする場合、その構造は、河川管理者が

定める基準に基づいていること。 

 

 (４) (１)による河川又は水路の改修ができない場合は、雨水流出

抑制施設を設置し、排出量を下流河川又は水路の排水能力値まで

調整して排出すること（下流河川又は水路の流下能力が年超過確

率雨量の１分の１に対し不足するときは、その不足部を改修する

こと。）。 

  (４) (１)による河川又は水路の改修ができない場合は、雨水流出

抑制施設を設置し、排出量を下流河川又は水路の排水能力値まで

調整して排出すること（下流河川又は水路の流下能力が年超過確

率雨量の１分の１に対し不足するときは、その不足部を改修する

こと。）。 

 

 (５) 施行区域内にある河状をなしている土地は、原則として現状

の形態を尊重した土地利用計画とすること。 

  (５) 施行区域内にある河状をなしている土地は、原則として現状

の形態を尊重した土地利用計画とすること。 

 

 (６) 開発区域内に設ける河川又は水路のうち、市に帰属すること   (６) 開発区域内に設ける河川又は水路のうち、市に帰属すること  



となるものについては７年に１回の、その他のものについては５

年に１回の確率降雨量及び生活又は事業に起因し、又は付随する

計画汚水量を有効に排出することができるように計画すること。 

となるものについては７年に１回の、その他のものについては５

年に１回の確率降雨量及び生活又は事業に起因し、又は付随する

計画汚水量を有効に排出することができるように計画すること。 

 (７) 造成工事によって生ずる流出土砂の防止は、次によること。

ただし、小規模な土地利用事業で施行区域が平坦地に位置し、完

了後の土砂流出が予想されない場合は、工事中の土砂が河川その

他施行区域外に流出しないよう措置されていること。 

  (７)  造成工事の設計に当たっては、原則として土質調査を実施

し、その結果に基づき、適切な工法を検討すること。設計の基準

は、都市計画法に定めるもののほか宅地造成及び特定盛土等規制

法（昭和36年法律第191号）、宅地造成及び特定盛土等規制法施

行令（昭和37年政令第16号）、宅地造成及び特定盛土等規制法施

行条例（令和６年静岡県条例第59号）、宅地造成及び特定盛土等

規制法施行細則（昭和39年静岡県規則第32号）及び盛土等防災マ

ニュアル（令和５年５月26日国官参宅第12号・５農振第650号・

５林整治第244号別添５）に定めるところによる。 

 

 ア 土砂流出防止施設は、砂防堰堤を設置するものとし、土砂量

の算出及び堰堤の構造は、静岡県土地利用事業の適正化に関す

る指導要綱別表に規定する砂防施設設計基準（イにおいて「静

岡県砂防施設設計基準」という。）の規定の例によるものであ

ること。 

    

 イ 地形、地質等により砂防堰堤を設置できない場合は、静岡県

砂防施設設計基準の規定の例による沈砂池を設置するもので

あること。 

    

 (８) 切土高及び盛土高は、原則として15メートル以内とするこ

と。 

    

 (９) 盛土の法長が20メートル以上となる場合は、原則として法長

の３分の１以上を擁壁又は法枠等の永久構築物により被覆する

こと。 

    

 (10) 土地利用事業によってできた防災施設は、市に移管するもの

を除いて、管理者及び管理方法を明確にしておくとともに、定期

的な点検を行って常にその機能を保全するよう努めなければな

らない。 

  (８) 土地利用事業によってできた防災施設は、市に移管するもの

を除いて、管理者及び管理方法を明確にしておくとともに、定期

的な点検を行って常にその機能を保全するよう努めなければな

らない。 

 

 道

路 

(１) 施行区域の主たる出入り口又は区域内の主たる道路は、原則

として大型車両の通行可能な道路に接続していること。特に、大

型車両の出入りする土地利用事業又は不特定多数の人と車が出

入りする土地利用事業にあっては、周辺の交通安全及び円滑な通

  道

路 

(１) 施行区域の主たる出入り口又は区域内の主たる道路は、原則

として大型車両の通行可能な道路に接続していること。特に、大

型車両の出入りする土地利用事業又は不特定多数の人と車が出

入りする土地利用事業にあっては、周辺の交通安全及び円滑な通

 



行に十分配慮されていること。 行に十分配慮されていること。 

 (２) 施行区域内の汚水、雨水又は土砂等が原則として認定道路の

施設に流入しないよう措置すること。なお、他に汚水又は雨水を

流す河川又は水路がなく、やむを得ずこれを認定道路の施設に流

す場合は、道路管理者と協議し、合併処理槽等により処理して流

すように措置すること。 

  (２) 施行区域内の汚水、雨水又は土砂等が原則として認定道路の

施設に流入しないよう措置すること。なお、他に汚水又は雨水を

流す河川又は水路がなく、やむを得ずこれを認定道路の施設に流

す場合は、道路管理者と協議し、合併処理槽等により処理して流

すように措置すること。 

 

 (３) 道路を新設し、又は改良する場合には、道路管理者と協議す

ること。なお、その構造は、道路管理者が定める基準に適合する

ものであること。 

  (３) 道路を新設し、又は改良する場合には、道路管理者と協議す

ること。なお、その構造は、道路管理者が定める基準に適合する

ものであること。 

 

 (４) 道路等の法面は、地質等を考慮した安全な構造とし、周囲の

景観と調和していること。 

  (４) 道路等の法面は、地質等を考慮した安全な構造とし、周囲の

景観と調和していること。 

 

 (５) 認定道路への乗り入れは原則として２箇所以内とすること

とし、乗り入れ幅は歩道等の切下げの基準に準ずること。 

  (５) 認定道路への乗り入れは原則として２箇所以内とすること

とし、乗り入れ幅は歩道等の切下げの基準に準ずること。 

 

 そ

の

他 

(１) 施行区域内に国有地が介在している場合において、その国有

地について付替えその他の工事を要するときは、原則として当該

工事完了後土地利用事業の完了までに国有財産の処理手続を完

了すること。 

  そ

の

他 

(１) 施行区域内に国有地が介在している場合において、その国有

地について付替えその他の工事を要するときは、原則として当該

工事完了後土地利用事業の完了までに国有財産の処理手続を完

了すること。 

 

 (２) 公共物としての機能を消失していない道路（公図上の赤道）

を造成により改廃する場合は、付替え道路を設置すること。 

  (２) 公共物としての機能を消失していない道路（公図上の赤道）

を造成により改廃する場合は、付替え道路を設置すること。 

 

 (３) 施行区域内に未買収地があり、当該区域内に介在する道路を

廃止することによりその介在地が無道路地になるときは、原則と

して当該道路を廃止しないこと。 

  (３) 施行区域内に未買収地があり、当該区域内に介在する道路を

廃止することによりその介在地が無道路地になるときは、原則と

して当該道路を廃止しないこと。 

 

 (４) 事業者は、当該土地利用事業を行うために必要な資力及び信

用があること。 

  (４) 事業者は、当該土地利用事業を行うために必要な資力及び信

用があること。 

 

 (５) 事業計画の策定に当たり、施行区域内における文化財の所在

の有無を確認し、文化財が所在する場合は、市教育委員会とその

取扱いについて協議すること。 

  (５) 事業計画の策定に当たり、施行区域内における文化財の所在

の有無を確認し、文化財が所在する場合は、市教育委員会とその

取扱いについて協議すること。 

 

 (６) 工事施工中に埋蔵文化財を発見した場合は、現状を変更する

ことなく、直ちに市教育委員会へ連絡し、対応を協議すること。 

  (６) 工事施工中に埋蔵文化財を発見した場合は、現状を変更する

ことなく、直ちに市教育委員会へ連絡し、対応を協議すること。 

 

 (７) 施行区域内に鳥獣保護区が含まれている場合には、鳥獣の保

護に十分配慮された計画であること。 

  (７) 施行区域内に鳥獣保護区が含まれている場合には、鳥獣の保

護に十分配慮された計画であること。 

 

 (８) 建設工事は、周辺地域の交通の障害にならないよう配慮さ

れ、また、騒音、振動その他の公害について十分な対策がなされ

  (８) 建設工事は、周辺地域の交通の障害にならないよう配慮さ

れ、また、騒音、振動その他の公害について十分な対策がなされ

 



ていること。 ていること。 

 (９) 土地所有者以外の者が事業者となるときは、土地所有者の同

意を得ていること。また、賃借権仮登記その他土地利用事業の施

行を阻害する権利があるときは、これらの権利者の同意が得られ

ていること。 

  (９) 土地所有者以外の者が事業者となるときは、土地所有者の同

意を得ていること。また、賃借権仮登記その他土地利用事業の施

行を阻害する権利があるときは、これらの権利者の同意が得られ

ていること。 

 

 (10) 土地利用事業の施行は、原則として承認後５年以内に完了す

るよう計画されていること。 

  (10) 土地利用事業の施行は、原則として承認後５年以内に完了す

るよう計画されていること。 

 

 第４ 個別基準   第４ 個別基準  

 土地利用事業の個別基準は、次に掲げるとおりとする。   土地利用事業の個別基準は、次に掲げるとおりとする。  

 １ 住宅地   １ 住宅地  

 住宅地の建設を目的とする土地利用事業の個別基準は、次のとお

りとする。 

  住宅地の建設を目的とする土地利用事業の個別基準は、次のとお

りとする。 

 

 施

設 

(１) １区画ごとの敷地面積は、市街化区域にあっては165㎡以上、

その他の区域にあってはおおむね200㎡以上とすること。 

  施

設 

(１) １区画ごとの敷地面積は、次の表のとおりとする。 

区域の種類 面積（㎡） 

市

街

化

区

域 

焼津市立地適正化計画にお

ける住まいるエリア（都市再

生特別措置法（平成14年法律

第22号）第81条第２項第２号

に規定する居住誘導区域を

いう。） 

建築物の敷地面

積の最低限度の

定められている

区域 

165㎡以上 

その他の区域 135㎡以上 

焼津市立地適正化計画における住まいるエリ

ア外 

165㎡以上 

市街化調整区域 おおむね

200㎡以上 
 

 

 (２) 施行区域の面積が3,000㎡以上あるときは、面積の合計が敷

地全体の面積の３パーセント以上の公園、緑地又は広場を設ける

ものとする。なお、この部分は分譲面積から除くこと。 

  (２) 施行区域の面積が3,000㎡以上あるときは、面積の合計が敷

地全体の面積の３パーセント以上の公園、緑地又は広場を設ける

ものとする。なお、この部分は分譲面積から除くこと。 

 

 (３) 緑化協定等を活用して施行区域の10パーセントの緑地を確

保するよう努めること。 

  (３) 緑化協定等を活用して施行区域の10パーセントの緑地を確

保するよう努めること。 

 

 (４) 分譲する区画数が50以上であるときは、原則として次の公益

的施設を設置すること。 

  (４) 分譲する区画数が50以上であるときは、原則として次の公益

的施設を設置すること。 

 

 ア 集会所   ア 集会所  

 イ ごみ集積所   イ ごみ集積所  



 (５) 市に移管する施設以外の施設の管理については、管理者及び

管理方法を定めて、当該施設の維持修繕、災害復旧その他の管理

について支障のないよう措置すること。 

  (５) 市に移管する施設以外の施設の管理については、管理者及び

管理方法を定めて、当該施設の維持修繕、災害復旧その他の管理

について支障のないよう措置すること。 

 

 そ

の

他 

(１) 完了検査が終了するまで、販売を開始しないこと。   そ

の

他 

(１) 完了検査が終了するまで、販売を開始しないこと。  

 (２) 造成地の分譲等に当たっては、分譲地の取得者に対して、建

築協定、建ぺい率、建築物の高さ、区画の細分割の防止、緑地の

保全等について、売買契約書に明記する等、土地利用の承認の条

件確保のための措置が明確にされていること。 

  (２) 造成地の分譲等に当たっては、分譲地の取得者に対して、建

築協定、建ぺい率、建築物の高さ、区画の細分割の防止、緑地の

保全等について、売買契約書に明記する等、土地利用の承認の条

件確保のための措置が明確にされていること。 

 

 (３) 施行区域に農地が含まれている場合は、その農地の部分につ

いては、原則として土地のみの分譲を行わないこと。 

  (３) 施行区域に農地が含まれている場合は、その農地の部分につ

いては、原則として土地のみの分譲を行わないこと。 

 

 ２ 共同住宅、寮及び集合住宅   ２ 共同住宅、寮及び集合住宅  

 共同住宅、寮及び集合住宅の建設を目的とする土地利用事業の個

別基準は、次のとおりとする。 

  共同住宅、寮及び集合住宅の建設を目的とする土地利用事業の個

別基準は、次のとおりとする。 

 

 施

設 

(１) 分譲又は賃貸する区画数が50以上であるときは、原則として

集会所を設置すること。 

  施

設 

(１) 分譲又は賃貸する区画数が50以上であるときは、原則として

集会所を設置すること。 

 

 (２) 分譲又は賃貸する区画数が25以上であるときは、原則として

合併処理槽を設置すること。 

  (２) 分譲又は賃貸する区画数が25以上であるときは、原則として

合併処理槽を設置すること。 

 

 (３) 汚水処理施設を設置する場合は、原則として１基とし、かつ、

流量変動に対処し得るよう配慮すること。 

  (３) 汚水処理施設を設置する場合は、原則として１基とし、かつ、

流量変動に対処し得るよう配慮すること。 

 

 (４) 各区画に１台以上の駐車台数の駐車場及び駐輪場が確保さ

れていること。 

  (４) 各区画に１台以上の駐車台数の駐車場及び駐輪場が確保さ

れていること。 

 

 (５) 市に移管する施設以外の施設の管理については、管理者及び

管理方法を定めて、管理責任の所在を明らかにし、当該施設の維

持、修繕、災害復旧その他の管理について、支障のないよう措置

すること。 

  (５) 市に移管する施設以外の施設の管理については、管理者及び

管理方法を定めて、管理責任の所在を明らかにし、当該施設の維

持、修繕、災害復旧その他の管理について、支障のないよう措置

すること。 

 

 (６) 梯子車の重量に耐えられる進入路及び架梯場所を確保する

こと。また、周囲に作業の障害となる植樹、電柱の設置等はしな

いこと。なお、位置その他必要なことについては、志太消防本部

と協議すること。 

  (６) 梯子車の重量に耐えられる進入路及び架梯場所を確保する

こと。また、周囲に作業の障害となる植樹、電柱の設置等はしな

いこと。なお、位置その他必要なことについては、志太消防本部

と協議すること。 

 

 (７) 建物には消防法上必要となる消防用設備等を設けること。な

お、設備の種類、設置場所等必要なことについては、志太消防本

部と協議すること。 

  (７) 建物には消防法上必要となる消防用設備等を設けること。な

お、設備の種類、設置場所等必要なことについては、志太消防本

部と協議すること。 

 

 そ (１) 完了検査が終了するまで、販売等を開始しないこと。   そ (１) 完了検査が終了するまで、販売等を開始しないこと。  



 の

他 

(２) 分譲等に当たっては、分譲地の取得者に対して建築協定、建

ぺい率、建築物の高さ、区画の細分割の防止、緑地の保全等につ

いて、売買契約書に明記する等、土地利用の承認の条件確保のた

めの措置が明確にされていること。 

  の

他 

(２) 分譲等に当たっては、分譲地の取得者に対して建築協定、建

ぺい率、建築物の高さ、区画の細分割の防止、緑地の保全等につ

いて、売買契約書に明記する等、土地利用の承認の条件確保のた

めの措置が明確にされていること。 

 

 ３ 工場、倉庫その他工業、流通関係施設（第２条第２号ア）   ３ 工場、倉庫その他工業、流通関係施設（第２条第２号ア）  

 工場等（第２条第２号アに規定する施設をいう。）の建設のため

の土地利用事業は、原則として工場立地法（昭和34年法律第24号）

に基づく工場適地に立地することとし、その個別基準は、次のとお

りとする。 

  工場等（第２条第２号アに規定する施設をいう。）の建設のため

の土地利用事業は、原則として工場立地法に基づく工場適地に立地

することとし、その個別基準は、次のとおりとする。 

 

 施

設 

(１) 大気汚染、水質汚濁等の公害対策に留意し、公害防止を積極

的に図るための施設を設置すること。 

  施

設 

(１) 大気汚染、水質汚濁等の公害対策に留意し、公害防止を積極

的に図るための施設を設置すること。 

 

 (２) 出入りする車両が敷地内で回転することができる広場が設

けられていること。 

  (２) 出入りする車両が敷地内で回転することができる広場が設

けられていること。 

 

 (３) 事業用及び従業員のために必要な台数の駐車場が確保され

ていること。 

  (３) 事業用及び従業員のために必要な台数の駐車場が確保され

ていること。 

 

 (４) 次の点について志太消防本部と協議し、火災予防に十分配慮

した施設を設けること。 

  (４) 次の点について志太消防本部と協議し、火災予防に十分配慮

した施設を設けること。 

 

 ア 梯子車の重量に耐えられる進入路、架梯場所等消防活動に必

要な場所を確保すること。また、周囲に作業の障害となる植

樹・電柱の設置等はしないこと。 

  ア 梯子車の重量に耐えられる進入路、架梯場所等消防活動に必

要な場所を確保すること。また、周囲に作業の障害となる植

樹・電柱の設置等はしないこと。 

 

 イ 建物には安全度の高い避難設備を設けること。   イ 建物には安全度の高い避難設備を設けること。  

 ４ 店舗、事務所その他商業、サービス業関係施設（第２条第２号ウ）   ４ 店舗、事務所その他商業、サービス業関係施設（第２条第２号ウ）  

 店舗、事務所その他商業、サービス業関係施設（第２条第２号ウ

に規定する施設をいう。）の建設を目的とする土地利用事業の個別

基準は、次のとおりとする。 

  店舗、事務所その他商業、サービス業関係施設（第２条第２号ウ

に規定する施設をいう。）の建設を目的とする土地利用事業の個別

基準は、次のとおりとする。 

 

 施

設 

(１) 事業用及び従業員のために必要な台数の駐車場及び駐輪場

が確保されていること。 

  施

設 

(１) 事業用及び従業員のために必要な台数の駐車場及び駐輪場

が確保されていること。 

 

 (２) 多数の車の出入りによって施行区域及びその周辺に交通混

雑その他の支障がでないよう、通路及び回転広場等の施設が配置

されていること。 

  (２) 多数の車の出入りによって施行区域及びその周辺に交通混

雑その他の支障がでないよう、通路及び回転広場等の施設が配置

されていること。 

 

 (３) 次の点について志太消防本部と協議し、火災予防に十分配慮

した施設を設けること。 

  (３) 次の点について志太消防本部と協議し、火災予防に十分配慮

した施設を設けること。 

 

 ア 梯子車の重量に耐えられる進入路、架梯場所等消防活動に必   ア 梯子車の重量に耐えられる進入路、架梯場所等消防活動に必  



要な場所を確保すること。また、周囲に作業の障害となる植

樹・電柱の設置等はしないこと。 

要な場所を確保すること。また、周囲に作業の障害となる植

樹・電柱の設置等はしないこと。 

 イ 建物には消防法上必要となる消防用設備等を設けること。   イ 建物には消防法上必要となる消防用設備等を設けること。  

 ５ 駐車場、資材置場その他特別の工作物を必要としない施設（第２

条第２号エ） 

  ５ 駐車場、資材置場その他特別の工作物を必要としない施設（第２

条第２号エ） 

 

 駐車場、資材置場その他特別の工作物を必要としない施設（別表

１の(１)のエに規定する施設をいう。）の建設を目的とする土地利

用事業の個別基準は、次のとおりとする。 

  駐車場、資材置場その他特別の工作物を必要としない施設（別表

１の(１)のエに規定する施設をいう。）の建設を目的とする土地利

用事業の個別基準は、次のとおりとする。 

 

 施

設 

(１) 車の出入りによって、施行区域及び周辺地域に交通混雑その

他の支障が生じないよう、通路及び回転広場が設置されているこ

と。 

  施

設 

(１) 車の出入りによって、施行区域及び周辺地域に交通混雑その

他の支障が生じないよう、通路及び回転広場が設置されているこ

と。 

 

 (２) 敷地内の土埃が敷地外に舞い散ることのないように、また、

流出することのないように措置されていること。 

  (２) 敷地内の土埃が敷地外に舞い散ることのないように、また、

流出することのないように措置されていること。 

 

 (３) 敷地内に関係者以外の者が入って事故が起きることのない

よう措置されていること。 

  (３) 敷地内に関係者以外の者が入って事故が起きることのない

よう措置されていること。 

 

 (４) 火災予防について十分配慮されていること。なお、設置する

消防用設備等については、志太消防本部と協議すること。 

  (４) 火災予防について十分配慮されていること。なお、設置する

消防用設備等については、志太消防本部と協議すること。 

 

 ６ その他の施設   ６ その他の施設  

 １から５までに掲げる施設以外の施設の設置基準は、その施設の

内容により、１から５までに掲げる施設の設置基準に準ずる。 

  １から５までに掲げる施設以外の施設の設置基準は、その施設の

内容により、１から５までに掲げる施設の設置基準に準ずる。 

 

 ７ 砂利採取   ７ 砂利採取  

 砂利採取法（昭和43年法律第74号）第２条に規定する砂利採取を

目的とする土地利用事業の個別基準は、次のとおりとする。 

  砂利採取法（昭和43年法律第74号）第２条に規定する砂利採取を

目的とする土地利用事業の個別基準は、次のとおりとする。 

 

 環

境 

(１) 施行区域内の地下水及び雨水を区域外へ流出させないこと。   環

境 

(１) 施行区域内の地下水及び雨水を区域外へ流出させないこと。  

 (２) 砂利採取場から50メートルの範囲内にある最低２か所以上

の井戸又は試験井戸その他市長が必要と認める井戸について、地

下水の水位の調査及び次に掲げる水質検査を作業の着手前に１

回、作業期間中は毎月行い、その結果を速やかに市長に報告する

こと。 

  (２) 砂利採取場から50メートルの範囲内にある最低２か所以上

の井戸又は試験井戸その他市長が必要と認める井戸について、地

下水の水位の調査及び次に掲げる水質検査を作業の着手前に１

回、作業期間中は毎月行い、その結果を速やかに市長に報告する

こと。 

 

 ア 水質検査は、水道法（昭和32年法律第177号）第20条第３項

に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者が行うこと。 

  ア 水質検査は、水道法（昭和32年法律第177号）第20条第３項

に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者が行うこと。 

 

 イ 水質検査は、水質基準に関する省令（平成15年厚生労働省令

第101号）に規定する９項目（一般細菌、大腸菌、塩化物イオ

  イ 水質検査は、水質基準に関する省令（平成15年厚生労働省令

第101号）に規定する９項目（一般細菌、大腸菌、塩化物イオ

 



ン、全有機炭素の量、ｐＨ値、味、臭気、色度及び濁度）につ

いて行うこと。ただし、水質検査を行う井戸のうち１か所の井

戸については、同省令に規定する水質基準項目のうち、いわゆ

る消毒副生成物を除いたものに係る検査を作業の着手前に１

回、作業期間が１年を超える場合は作業期間中１回、完了時及

び完了時から１年経過した後においても１回行うこと。 

ン、全有機炭素の量、ｐＨ値、味、臭気、色度及び濁度）につ

いて行うこと。ただし、水質検査を行う井戸のうち１か所の井

戸については、同省令に規定する水質基準項目のうち、いわゆ

る消毒副生成物を除いたものに係る検査を作業の着手前に１

回、作業期間が１年を超える場合は作業期間中１回、完了時及

び完了時から１年経過した後においても１回行うこと。 

 (３) 敷地内の土埃が敷地外に舞い散ることのないよう措置され

ていること。 

  (３) 敷地内の土埃が敷地外に舞い散ることのないよう措置され

ていること。 

 

 作

業 

(１) 最大掘削深さ５メートル、保安距離２メートル、安定勾配を

厳守すること。ただし、一級河川、二級河川及び準用河川と接す

る場合については河川管理者と協議し保安距離等を決定するこ

と。 

  作

業 

(１) 最大掘削深さ５メートル、保安距離２メートル、安定勾配を

厳守すること。ただし、一級河川、二級河川及び準用河川と接す

る場合については河川管理者と協議し保安距離等を決定するこ

と。 

 

 (２) 埋戻し土は、静岡県盛土材料取扱基準に規定する路体材の品

質規格に適合する山土とすること。ただし、耕作土等の表土につ

いてはこの限りでない。 

  (２) 埋戻し土は、静岡県盛土材料取扱基準に規定する路体材

の品質規格に適合する山土とすること。ただし、当該砂利採

取における掘削土及び耕作土等の表土についてはこの限りで

ない。 

 

 (３) 作業経過に係る報告書（写真添付）を市長に毎月提出するこ

と。 

  (３) 作業経過に係る報告書（写真添付）を市長に毎月提出するこ

と。 

 

 (４) 施行区域内に第三者が侵入しないよう安全防護柵を設置す

ること。また、防護柵には作業状況が確認できるよう20メートル

間隔に監視窓を設けること。 

  (４) 施行区域内に第三者が侵入しないよう安全防護柵を設置す

ること。また、防護柵には作業状況が確認できるよう20メートル

間隔に監視窓を設けること。 

 

 そ

の

他 

(１) 市街化区域内では、砂利採取を行わないこと。   そ

の

他 

(１) 市街化区域内では、砂利採取を行わないこと。  

 (２) 事業地に接する道路及び搬入搬出に使用する道路は大型車

両の通行に支障とならない幅員が確保できていること。 

  (２) 事業地に接する道路及び搬入搬出に使用する道路は大型車

両の通行に支障とならない幅員が確保できていること。 

 

  

 以下 略  以下 略 

 


